
乎
望
十
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漢
籍
公
表

税
金
の
使
い
道
と
町
の
財
政
状
況

平
成
二
十
年
度
各
種
会
計
が
、
九
月
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

決
箆
と
は
、
町
が
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
す
る
た
め
に
使
っ
た
税
金
が
、
ど
の
よ
う
に
収
入

さ
れ
、
ど
の
よ
う
に
支
出
さ
れ
た
の
か
を
町
民
の
皆
さ
ん
に
明
ら
か
に
す
る
も
の
で
す
。

一
般
会
計
と
六
つ
の
特
別
会
計
を
合
わ
せ
た
決
算
額
は
、
歳
入
が
1
0
1
億
1
、
8
0
1
万

6
千
円
、
歳
出
が
9
5
億
9
、
4
2
5
万
6
千
円
（
表
1
）
と
な
り
、
企
業
会
計
の
決
算
額
は
（
表

2
）
の
と
お
り
で
し
た
。

な
お
、
平
成
二
十
年
度
決
算
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
が
新
た
に
加
わ
り
ま
し
た
。

※
表
中
の
△
は
、
マ
イ
ナ
ス
を
表
し
て
い
ま
す
。

S表1一般会計・特別会計決算一覧表　　　　　　　　（単位‥千円．％）
区　　　 分　　　　　　 i　 H 2 0 年度 H 1 9 年度 増 減額 増 減率

一　　 般　　 会　　 計
歳 入 5 ．2 9 8 ，8 8 0 5 ．4 5 2 ，2 6 5 △ 1 5 3 ．3 8 5 ∠ゝ 2 ，8

歳 出 5 ．0 4 0 ，3 1 4 5 ．1 4 1．9 8 3 △ 1 0 1 i6 6 9 △ 2 ．0

特

別

．会、

計

国 民健 康 保 険事 業
歳 入 2 ．1 5 0 ．3 8 4 2 ．1 8 9 ．9 2 1 △ 3 9 ．5 3 7 ∠ゝ 1．8

歳 出 十9 8 工9 4 1 2 ．0 2 6 ．3 4 5 △ 4 4 ．4 0 4 ∠ゝ 2 ．2

老　 人　 保　 健
歳 入 2 1 9 ．3 1 3 1．9 6 5 ，7 9 5 ∠ゝ 1．7 4 6 ．4 8 2 △ 8 8 ．8

歳 出 18 7 ，3 1 8 1．9 5 7 ．4 4 9 △ 1．7 7 0 ．1 3 1 △ 9 0 、4

後 期 高 齢 者 医 療
歳 入 14 1，0 6 3 1 4 1 ．0 6 3 1 0 0 ．0

歳 出 14 0 ，5 5 5 － 1 4 0 ．5 5 5 1 0 0 、0

介 護 保 険 事 業
歳 入 1 1．1 0 8 ，1 2 3 1．0 3 9 ．2 3 4 6 8 ．8 8 9 6 ．6

歳 出 工0 6 4 ，6 4 6 9 8 2 ，0 5 0 8 2 ．5 9 6 8 ．4

下　 水　 道　 事　 業
歳 入 i　　 9 7 4 ．5 8 4 7 9 8 ．5 1 7 1 7 6 ．0 6 7 2 2 ．0

歳 出 9 5 9 ，3 9 5 7 8 0 ，0 1 6 1 7 9 ．3 7 9 2 3 ．0

農 業集 落 排 水事 業
歳 入 I　 2 2 5 i6 6 9 2 1 8 ，1 6 6 7 ．5 0 3 3 ．4

歳 出 i　 2 2 0 －0 8 7 2 1 4 ，2 3 1 5 ．8 5 6 2 ．7

一 般 会 計 ・特 別 会 計　　合　 計 歳 入 10 工 1 8 、0 1 6 1 1．6 6 3 ，8 9 8 △ l i5 4 5 ．8 8 2 ∠ゝ 1 3 ．3

歳 出 9 ，5 9 4 －2 5 6 1 1，1 0 2 ．0 7 4 ∠ゝ 1 ．5 0 7 ，8 1 8 △ 1 3 、6

○表2　企業会計決算一覧表　　　　　　　　　　　　　（単位千円・％）
区　　　 分 H 2 0 年度 H 1 9 年度 増減額 増減 率

水 道 事 業

収益的経費
収入 4 2 8 ．1 16 4 4 9 ．3 7 8 △ 2 1．2 6 2 ∠ゝ 4 ．7

支出 4 1 1．0 0 1 4 0 6 －2 9 4 4 、7 0 7 工2

資本的経費
収入 2 12 i4 0 2 12 4 i8 7 8 8 7 ．5 2 4 7 0 ，1

支出 3 5 4 ．5 5 7 2 6 0 ．4 0 4 9 4 ，15 3 3 6 ，2

臆衰3　地方億残高と基金の積立額　　　　　　　　　　（単位‥千円．％）

1 歳 入 構 成 比　 地方国与税．各橿交付金など

国籍 へ

町億
（4．9％）

出金
5％）

（6．5％）

町税
（27．3％）

副託日置＝
●“〉● lI八雲

（3．8％
∴ヽ“I

予 言

繍 ∴ ／／ 」 堅 ・輔
（3．3％）

（単位：千円・％）

EI圏I困I田
旦生」52億9．888万円

）　臆表4　歳入額内訳
区　　　　 分 H 2 0 年 度 H 19 年 度 増 減 額 増 減 率

自

主

財

源

町　　　　　　　　　　　 税 1 ．4 4 5 ．2 5 7 1．4 2 3 ．2 1 2 2 2 ．0 4 5 1．5

繰　　　　　 入　　　　　 金 2 0 2 ．0 2 2 3 6 6 ．9 5 8 △ 1 6 4 i9 3 6 △ 4 4 、9

繰　　　　　 越　　　　　 金 1 1 0 ．2 8 2 19 3 ．0 2 6 △ 8 2 ．7 4 4 △ 4 2 ．9

分　 担　 金　 及　 び　 負　 担　 金 5 2 ，7 4 3 6 1．0 9 4 △ 8 i3 5 1 △ 1 3 、7

使　 用　 料　 及　 び　 手　 数　 料 4 5 ，3 7 2 4 6 ，3 4 8 △ 9 7 6 ∠ゝ 2 ，1

財　　　 産　　　 収　　　 入 9 ．6 3 0 1 1．5 1 3 △ 1．8 8 3 △ 1 6 ，4

寄　　　　　 附　　　　　 金 9 0 2 3 0 ∠ゝ 14 0 ∠ゝ 6 0 ，9

諸　　　　　 収　　　　　 入 6 7 iO 7 4 7 9 ．6 8 0 △ 12 ．6 0 6 △ 1 5 ．8

依

存

財

源

地　　 方　　 交　　 付　　 税 2 ．2 3 8 －6 19 2 ，0 1 0 ，6 1 9 2 2 8 ．0 0 0 1 工3

県　　　 支　　　 出　　　 金 2 9 1i6 3 8 2 8 6 ．7 4 4 4 ．8 9 4 1．7

町　　　　　　　　　　　 偵 2 5 8 ．2 0 0 3 2 8 ，6 0 0 ∠ゝ 7 0 ．4 0 0 ∠ゝ 2 1．4

国　　 庫　　 支　　 出　　 金 2 3 3 ．6 3 1 2 7 9 ，6 5 1 △ 4 6 ．0 2 0 △ 16 ．5

地　　 方　　 譲　　 与　　 税 1 13 ．5 6 9 1 1 8 ．3 6 9 △ 4 ．8 0 0 △ 4 ．1

利　 子　 割　 交　 付　 金 5 ．8 4 7 5 ．6 7 2 1 7 5 3 ．1

配　 当　 副　 交　 付　 金 1 ．3 8 2 3 、6 6 1 ∠ゝ 2 ．2 7 9 △ 6 2 ．3

株 式 等 譲 渡 所 得 剖 交 付 金 3 8 9 工9 3 5 △ 1．5 4 6 ∠ゝ 7 9 、9

地　 方　 消　 費　 税　 交　 付　 金 13 0 ．12 3 13 9 ．5 2 5 △ 9 ．4 0 2 △ 6 ．7

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 2 8 ．3 4 0 2 8 ．0 0 6 3 3 4 十2

自　 動 車 取 得 税 交 付 金 4 8 ．15 4 5 6 ．8 6 0 △ 8 ．7 0 6 △ 15 ．3

地　 方　 特　 例　 交　 付　 金 1　　 14 ，6 8 9 8 ．5 7 8 6 ，1 1 1 7 十2

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 手　　　　 工8 2 9 1 ．9 8 4 △ 15 5 ∠ゝ 7 ．8

A　　　　 計　　　　　 i 5 ．2 9 8 ，8 8 0 5 ．4 5 2 ，2 6 5 ∠ゝ 15 3 ，3 8 5 △ 2 。8
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（単位：千円・％）鵜表5　日的別歳出額内訳
区　　 分 H 2 0 年 度 H 1 9 年 度 増 減 額 増 減 率

諸　 会　 費 9 8 ．7 0 2 9 9 、4 1 1 ∠ゝ 7 0 9 ∠ゝ 0 、7

総∴ 務∴ 費 9 2 3 ．5 9 8 8 3 6 ．4 9 5 8 7 ，1 0 3 10 ．4

民　 生　 費 1．1 6 6 ．3 8 3 工 1 7 7 ，5 2 7 ∠ゝ 1 工 1 4 4 ∠ゝ 0 ．9

衛　 生　 費 3 5 十3 6 1 3 7 4 ．8 7 7 △ 2 3 ．5 1 6 △ 6 ．3

労　 働　 賀 7 ，3 6 0 7 ，0 4 6 3 1 4 4 ．5 1

農 林 水産 業 費 4 1 6 ，9 5 5 4 0 9 ．7 8 0 7 ．1 7 5 1、8 1

商　 工　 費 6 3 ．9 8 2 6 0 ，0 1 9 3 ，9 6 3 6 ．6

土　 木　 費 5 6 4 ．5 0 5 5 3 十5 8 0 3 2 ．9 2 5 6 、2

消　 防　 費 2 4 7 ．3 7 1 2 6 7 ，2 7 5 △ 1 9 ，9 0 4 △ 7 ．4

教　 育　 費 4 2 4 ．2 3 3 4 3 2 ．9 0 0 ∠ゝ 8 ，6 6 7 △ 2 。0

災 害 復 旧 費 1 3 ．6 2 2 2 0 2 ，1 9 3 ∠ゝ 1 8 8 ，5 7 1 △ 9 3 ．3

公　 債　 費 7 6 2 ，2 4 2 7 4 2 ，4 8 0 1 9 ．7 6 2 2 ．7

諸　 支　 出　 金 0 4 0 0 △ 4 0 0 ∠ゝ 1 0 0 ．0

合　　 計 5 ．0 4 0 ，3 1 4 5 ，1 4 日9 8 3 △ 1 0 1 ，6 6 9 △ 2 ．0

音義6　性質別歳出額内訳　　　　　（単位千円・％）
区　　 分 H 2 0 年 度 H 1 9 年 度 増 減 額 増 減 率

義 務 的

経 費

人 件 費 十2 2 5 ，5 4 0 1．2 7 3 ，9 4 6 ∠ゝ 4 8 ．4 0 6 △ 3 ．8

公 債 費 7 6 2 、2 4 2 7 4 2 ，4 8 0 1 9 ．7 6 2 2 ，7

扶 助 費 3 5 日6 3 0 3 5 3 ．8 3 1 △ 2 ．2 0 1 △ 0 ，6

投 資 的

経 費

普 通 建 設

事 業 費
4 5 5 i1 8 2 6 4 1．5 3 3 △ 1 8 6 ．3 5 1 ∠ゝ 2 9 ．0

「

そ の 他

の 経 費

繰 出 金 8 4 5 、8 4 8 8 1 4 ．1 5 7 3 1 ．6 9 1 3 ，9

補 助 費 等 6 1 6 －0 2 2 6 1 5 i1 7 0 8 5 2 0 ．1

物 件 費 4 7 4 、9 2 2 5 0 9 ．9 8 6 △ 3 5 ，0 6 4 △ 6 －9

積 立 金 2 2 4 i5 2 9 1 1 4 i2 0 9 1 1 0 ．3 2 0 9 6 ．6

貸 付 金 3 2 、7 6 3 3 3 ．9 0 9 △ 1 ．1 4 6 △ 3 ．4

維 持 補 修

費 ほ か
5 1 i6 3 6 4 2 、7 6 2 8 ．8 7 4 2 0 ．8

合　　 計 5 ，0 4 0 －3 1 4 5 ．1 4 工9 8 3 △ 1 0 1 ．6 6 9 △ 2 ．0

※性質別分類については、地方財政状況調査に基づく数値です。

主
な
使
い
お
ち

●
民
生
費

保
育
所
費

老
人
施
設
措
置
費

児
童
手
当

各
種
医
療
費
助
成

●
総
務
費

定
住
促
進
対
策
費

交
通
安
全
対
策
費

防
犯
対
策
費

町
民
バ
ス
事
業
費

●
農
林
水
産
業
費

農
業
振
興
費

漁
港
施
設
整
備

2
1
4
、
1
7
3
千
円

2
4
、
6
7
5
千
円

1
0
2
、
5
7
0
千
円

5
2
、
3
1
6
千
円

1
2
、
3
5
2
千
円

9
、
2
2
3
千
円

6
、
6
0
5
千
円

1
6
、
2
0
6
千
円

2
1
、
1
9
0
千
円

3
2
、
1
7
6
千
円

む
ら
づ
く
り
交
付
金
事
業

4
4
、
0
9
3
千
円

旦些」50億4，031万4千円
臆図2　目的別歳出構成比
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千
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、
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、
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千
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、
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千
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、
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千
円

●
衛
生
費

ご
み
・
し
尿
処
理
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1
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9
、
6
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千
円

●
消
防
費

亘
理
地
区
行
政
事
務
組
合
負
担
金
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2
4
5
、
5
3
3
千
円

●
商
工
費

商
工
振
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費

3
6
、
8
0
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千
円
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2 4 ，3 9 0 円 3 3 ．0 2 2 円 5 4 ．0 2 7 円 で計算しています。
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漢図5

地方債残高と公債費の推移
（億円）

h＼。＿

＼－′

自主財涼　町が自主的に収入する

ことを認められた財源のことで

す。この自主財源が多ければ多い

ほど財政が安定しており、自立性

が高いといえます。

依存財源　地方交付税や国庫支出

金など、国や県等が代わって収入

し、町に配分する財源のことです。

公債費　町が発行した町債（借入

金）を毎年度返済する元金と利子

です。

町税　町民の皆さんから直接、ま

たは間接的に納めていただいた税

金のことです。町民税や固定資産

税、軽自動車税、たばこ税などが

あります。

繰越金　町の決算上で余剰金が生

じたとき、翌年度の財源として繰

り越すお金のことです。

地方交付税　地域の経済格差を是

正し、地方公共団体が等しく行政

を行うため、一定の基準により国

から交付される資金です。

義務的経費　人件費や扶助費、公

債蹄など、その支出が義務付けら

れており、任意に削減できない経

費のことです。

投資的経費　まちづくりのため、

道路や水路を造ったり、災害復旧

などに使う経費のことです。

扶助費　星活保護法や児童福祉

法、老人福祉法に基づき、生活等

を保障するために支出する経費の

ことです。

補助費等　亘理地区行政事務組合

や亘名共立衛生処理組合等への負

担金や各種団体への補助金等で

す。

繰出金・繰入金　一般会計と特別

会計や基金の間で、相互に資金を

運用するものです。例えば、一般

会計から特別会計に資金を移す場

合、一般会計では「繰出」といい、

特別会計では「繰入」といいます。

80

60

40

20

0

7．248万円　71億
9，313万円　68億

十200万円

公億賃

7種　　　7偉
4．245万円6．224万円

H18年度末　H19年度末　H20年度末

書図6

財政調整基金残高の推移

12
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9億　　9億　8・517万円
4．168万円5，350万円

H18年度末　H19年度末　H20年度末

書表7　主な財政指標

「
地
方
債
」
と
は
、
道
路
や
水
路
の
建
設
や
災
害
復
旧
工
事
な
ど
、
そ
の

年
度
の
税
収
を
超
え
る
多
額
の
財
源
が
必
要
な
と
き
、
政
府
な
ど
か
ら
資

金
調
達
を
す
る
借
入
金
の
こ
と
を
い
い
、
平
成
二
十
年
度
末
残
高
は
、
6
8

億
1
、
2
0
6
万
円
で
3
億
8
、
1
0
7
万
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。
ま

た
「
公
債
費
」
と
は
、
こ
の
地
方
債
の
元
金
と
利
子
の
毎
年
度
の
返
済
額
の

こ
と
を
い
い
、
平
成
二
十
年
度
は
7
億
6
、
2
2
4
万
円
で
し
た
。

「
基
金
」
と
は
、
特
定
の
目
的
の
た
め
に
積
み
立
て
た
資
金
の
こ
と
を
い

い
ま
す
。
こ
の
う
ち
、
財
政
調
整
基
金
と
は
、
年
度
間
の
財
源
の
不
均
衡

を
調
整
し
た
り
、
災
害
な
ど
緊
急
に
必
要
に
な
っ
た
と
き
な
ど
に
備
え
積

み
立
て
て
お
く
基
金
で
す
。
平
成
二
十
年
度
末
積
立
額
は
、
同
僚
8
、

5
1
7
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

な
お
、
各
種
財
政
指
標
に
つ
い
て
は
、
下
記
の
と
お
り
で
す
。

地
方
債
と
基
金

指　　　 標 H 1 8 年 度 H 1 9 年 度 H 2 0 年度

財　 政　 力　 指　 数 0 ．4 1 7 0 ．4 2 8 0 ．4 2 5

経 常 収 支 比 率 9 0 ．1％ 9 2 、5％ 9 0 ．2 ％

I 実 質 収 支 比 率 7 ．1％ 7 ．2 ％ 5 ．4 ％ ※

標 準 財 政 規 模 3 ．7 4 5 ．8 6 7 千円 3 ．7 6 2 ．8 1 9 千 円 4 ．0 7 4 、2 2 5 千 円 ※

※H20年度からは臨時財政対策倭を含んだ数値です。

財政力指数　町の財政力（体力）を示す指数のこと。この指数が高いほど
財源に余裕があるとされている。

経常収支比率　財政構造の弾力性を示す指数のこと。この指数が75％を

超えると、臨時的な財政需要があったとき、財源に余裕がなくなるなど、
弾力性を失いつつあるとされている。

実質収支比率　実質収支が黒字の場合は、正の数で示される。地方公共

団体は営利を目的としていないため、通常この比率は3－5％が望ましい
とされている。

標準財政規模　町の標準的に通常収入されるであろう一般財源の規模の
こと。

臆表8　健全化判断比率
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、以下の指標を公表します。

健 全化 判断 比率 の各指 標 i H 1 9 年 度 H 2 0 年度

実 質 赤 字 比 率 ：一 般 会計等 の収 支の指 標
（－7 、1 8 ％） （－5 ．3 5 ％）

連 結 実質赤 字比率 ：全 会計 を対 象 と した収 支 の指標
（－1 8 ．5 1％） （－16 ．5 2 ％ ）

実 質 公 債 費 比 率 ：公 債費 負担 の指標 1 5 ．9 ％ 1 6 ，2 ％

将 来 負 担 比 率 ：公 営企 業 等 を含 め た一般 会 計等
16 5 ．4 ％ 1 3 5 ．4 ％

の 実質 的な 負債 の指標

資 金 不 足 比 率 ：公 営企 業 の料 金収 入 に対 す る資
－金不 足 の規模 を表 した 指標

※「－」は、赤字ではないことを示しています。
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国民健康保険事業特別会計

旦込」21億5，038万4千円
l籍交 付金

そ の他 （3 ．3 ％ ）

（7 、3 ％）

国直 ・撮支 出金

（2 7 ．2 ％ ）

！金

％ ）

tl調 一●

同 期青 絡 書交 付金保機 税

（1 9 ．3 ％ ） （2 3 ．2％ ）

，壁些」19億8．194万1千円
健 事業費 （0 ．8 ％）　　　　 その他（3 ＿7 ％）

塾出金（3 12 ％）

！納付金
（5 12 ％）
陛 金　 定

0 ％）．二号1 ∴ ．

芋 芋 ’ － ∵ ∵ 1

〔年間平均被保険者数5．500人、世帯数2．885世帯〕

（単位：千円i％）
区　　 分 H 2 0 年 度 i H 1 9 年 度 増 減 額 増 減 率

国 庫 i 県 支 出 金 5 8 5 ．9 7 4 6 3 1 ．8 0 1 △ 4 5 ．8 2 7 ∠ゝ 7 ，3

前 期 高 齢 者 交 付 金 4 9 7 ．9 4 3 4 9 7 ．9 4 3 1 0 0 卑

保　　　 険　　　 税 4 1 5 ．0 7 7 4 9 4 ．5 0 7 △ 7 9 ．4 3 0 △ 1 6 ．1

繰　　　 入　　　 金 2 2 6 ．3 4 5 2 6 4 ．8 2 4 △ 3 8 ．4 7 9 △ 1 4 ．5

高 額 共 同 事 業 交 付 金 1 9 6 ．7 4 8 2 1 1 ，5 4 1 △ 1 4 ，7 9 3 △ 7 ．0

退 職 者 療 養 給 付 費 等
交　 付　 金

1 5 7 ．5 8 4 5 1 6 ．9 7 8 △ 3 5 9 ．3 9 4 △ 6 9 ．5

そ　　　 の　　　 他 7 0 ．7 1 3 7 0 ．2 7 0 4 4 3 0 －6

合　　 計 2 ．1 5 0 ．3 8 4 2 ，1 8 9 ，9 2 1 △ 3 9 ，5 3 7 △ 1 、8

（単位：千円・％）

区　　　 分 H 2 0 年 度 H 1 9 年 度 増 減 額 増 減 率

保　 険　 給　 付　 費 1 ．3 0 5 ．9 5 6 1 ．3 6 3 ．9 2 8 ∠ゝ 5 7 ．9 7 2 △ 4 ，3

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 2 2 1 ．8 3 4 － 2 2 1 ．8 3 4 1 0 0 ．0

高 額 共 同 事 業 拠 出 金 1 9 9 ，2 1 3 1 8 7 ．5 6 4 1 1 ．6 4 9 6 ．2 ：

介　 護　 納　 付　 金 1 0 3 、1 5 6 1 0 9 ．2 8 7 △ 6 ，1 3 1 △ 5 、6

老 人 保 健 拠 出 金 6 2 ．5 4 5 2 7 5 ．9 8 7 ∠ゝ 2 1 3 ．4 4 2 ∠ゝ 7 7 ．3

保　 健　 事　 業　 費 1 5 ．3 8 5 1 6 ．9 8 5 △ 1 ．6 0 0 △ 9 ．4

そ　　　 の　　　 他 7 3 ，8 5 2 7 2 ．5 9 4 1 ．2 5 8 1 －7

合　　 計 1 ．9 8 1 ．9 4 1 2 ，0 2 6 ，3 4 5 △ 4 4 ．4 0 4 ∠ゝ 2 、2

老人保健特別会計

壁込」2億1，931万3千円
そ の他

（4 ．3 ％）

一触 金 柑繍 入金
（1 7 ．1％ ）

支 払差 金 交付 金

（4 5 ．2 ％〉

○ 置 ・京 支 出書

（3 3、4 ％〉

萱些」1億8．731万8千円
そ の 他

（5 －0 ％ ）

－
∴e ；

I “

医 震 輸 付 置 蓄

（9 5 ．0 ％ ）
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（単位：千円・％）

区　　 分 H 2 0 年 度
i H 1 9 年 度

増 減 額 増 減 率

支 払 基 金 交 付 金 9 9 ．0 2 3 9 5 2 ．8 1 6 △ 8 5 3 ．7 9 3 △ 8 9 ．6

国 庫 i 県 支 出 金 7 3 、2 7 5 8 0 8 ，6 1 0 △ 7 3 5 ，3 3 5 △ 9 0 、9

一 般 会 計 繰 入 金 3 7 ．5 1 1 1 9 0 ．0 0 0 △ 1 5 2 ．4 8 9 △ 8 0 ．3

そ　　　 の　　 他 9 ．5 0 4 1 4 ．3 6 9 △ 4 ．8 6 5 △ 3 3 －9

合　　　 計 2 1 9 ．3 1 3 1 ．9 6 5 ．7 9 5 ∠ゝ 1 ．7 4 6 ．4 8 2 ∠ゝ 8 8 ，8

（単位：千円・％）

区　　 分 H 2 0 年 度 H 1 9 年 度 増 減 額 増 減 率

医 療 給 付 費 等 1 7 7 ．9 9 6 1 ．8 8 4 ．2 7 3 △ 1 ．7 0 6 ．2 7 7 ∠ゝ 9 0 ．6

そ　　　 の　　　 他 9 ，3 2 2 7 3 ．1 7 6 △ 6 3 ．8 5 4 △ 8 7 ．3

合　　　 計 1 8 7 ．3 1 8 1 ．9 5 7 ．4 4 9 ∠ゝ 1 ．7 7 0 ．1 3 1 ∠ゝ 9 0 ．4



bヽ＿

後期高齢者医療特別会計

盛込」1億4．106万3千円

，壁些」1億4．055万5千円
その 他

（3 ．3 ％ ）

後 場薦 論者 厚 意広 域連 合 納付 金

（9 6 ．7 ％）

（被保険者数2．763人〕H21年3月31日現在

（単位：千円i％）

区　　　 分 H 2 0 年 度 H 1 9 年 度 増 減 額 増 減 率

保　　 険　　 料 9 9 ．1 4 5 9 9 ．1 4 5 1 0 0 、0

（繰　　 入　　 金 3 8 ，6 9 4 － 3 8 ．6 9 4 1 0 0 ．0

そ　　 の　　 他 3 ．2 2 4 － 3 ．2 2 4 1 0 0 、0

合　　　 計 1 4 十 0 6 3 1 4 1 ．0 6 3 1 0 0 、0

（単位：千円・％）

区　　　 分 H 2 0 年 度 H 1 9 年 度 増 減 額 増 減 率

： ∴ ∵ ： 「
1 3 5 ．9 3 0 － 1 3 5 ．9 3 0 1 0 0 ．0

そ　　 の　　 他 4 ，6 2 5 － 4 ．6 2 5 1 0 0 ．0

合　　　 計 1 4 0 ．5 5 5 － 1 4 0 ．5 5 5 1 0 0 ．0

介護保険事業特別会計

，畢生」11億812万3千円
保浅 春

そ の 他 （0 ．1％ ）

国 庫 1 集支 出 金

（3 7 ．1 ％〉

交 付 合

保 酸基 ）

ヽ ）

I

壁些」10億6，464万6千円
地 域支 援 事業 費　　　 そ の他 （2 ．4 ％ ）

（2 ．5 ％ ）

総 械 置

（2 ．9 ％ ）

俣 摸給 付 費

（9 2 12 ％）

〔第1号被保険者数（65歳以上）5．087人〕

〔要介護・要支援認定者数　734人〕H21年3月31日現在

（単位：千円・％）

区　　　 分 H 2 0 年 度 H 1 9 年 度 増 減 類 ∴　 「 増 減 率

国 庫 ・県 支 出 金 4 1 1 ．1 8 9 3 7 1 ，0 5 2 4 0 ．1 3 7 1 0 ．8

支 払 基 金 交 付 金

（第 2 号 被 保 険 者 ）

　 i
3 0 4 ．3 1 9 1 2 8 2 、5 5 3 2 1 ．7 6 6 7 ．7

繰　　 入　　 金 1 9 7 ，8 9 6 1 9 1 ．3 1 4 6 ．5 8 2 3 ．4

保　 険　 料

（第 1 号 被 保 険 者 ）

1 9 4 ．3 6 2 i 1 9 1 ．7 7 8　1
2 ．5 8 4 1 ．3

そ　　 の　　 他 3 5 7 2 ，5 3 7 △ 2 ．1 8 0 △ 8 5 ．9

合　　　 計 1 ，1 0 8 ．1 2 3 i l iO 3 9 ・2 3 4 6 8 ．8 8 9 6 ．6

（単位：千円・％）

区　　　 分 i H 2 0 年 度 H 1 9 年 度 増 減 額 増 減 率

保　 険　 給　 付　 費 9 8 1 ．8 3 9　　 9 0 0 ．0 6 7　　　し 8 1 ．7 7 2 9 ．1

）総　　 務　　 費 3 0 ．9 0 9 I　 2 9 ．4 7 5 1 ．4 3 4 4 、9

地 域 支 援 事 業 費 2 6 ．4 3 6 1 4 ．8 2 7 1 1 ．6 0 9 7 8 、3

そ　　　 の　　 他 2 5 ．4 6 2 3 7 ．6 8 1 △ 1 2 ．2 1 9 △ 3 2 ．4

合　　　 計 1 ，0 6 4 ．6 4 6 9 8 2 ．0 5 0 8 2 ．5 9 6 8 －4

広報やまもと11月号No．364（6）



下水道事業特別会計

壁込」9億7，458万4千円
その他

（4 、1％ ）

！料

互1

日直 支 出金

（13 、6 ％）

録 入会

町億

（4 0 ，4 ％ ）

（3 0 ．0 ％ ）

，壁些」9億5．939万5千円

下 水 道喜 葉書

公 債費

（4 0 ．6 ％ ）

（5 9 ．4 ％ ）

平成20年度下水道事業特別会計のあらまし
計画 人口　　　　　 人 1 工0 2 0 水洗化率　　　　　 ％ 8 0 ，9

処理 区域 内人 口　 人 8 ，4 3 0 年間有取水量 ※ 1 巾 6 6 8 。0 7 6

普及 率　　　　　　 ％ 4 9 －2 地方債残高　　 千円 4 ，7 1 工4 6 8

水洗 化人 口　　　 人 6 ．8 2 1

（単位：千円i％）

区　　　 分 H 2 0 年 度 H 1 9 年 度 増 減 額 増 減 率

町　　　　　　 債 3 9 3 ．5 0 0 2 9 6 ．8 0 0 9 6 ．7 0 0 3 2 、6

繰　　 入　　 金 2 9 2 ．5 2 1 2 6 0 ．2 5 0 3 2 ．2 7 1 1 2 、4

国　 庫　 支　 出　 金 1 3 2 ．4 0 3 8 3 ．0 0 0 4 9 ．4 0 3 5 9 ．5

使 用 料 i 手 数 料 1 1 6 ．0 8 4 1 2 5 ，1 7 4 ∠ゝ 9 ．0 9 0 △ 7 ．3

そ　　 の　　 他 4 0 ．0 7 6 3 3 ．2 9 3 6 ．7 8 3 2 0 、4

合　　 計 9 7 4 ．5 8 4 7 9 8 ．5 1 7 1 7 6 ．0 6 7 2 2 ．0

（単位：千円i％）

区　　　 分 H 2 0 年 度 H 1 9 年 度 増 減 額 増 減 率

公　　 債　　 費 5 7 0 ．2 8 8 5 1 2 ．9 2 6 5 7 ．3 6 2 1 1 ，2

下 水 道 事 業 費 3 8 9 、1 0 7 2 6 7 ，0 9 0 1 2 2 ，0 1 7 4 5 ，7

合　　 計 9 5 9 ．3 9 5 7 8 0 ．0 1 6 1 7 9 ．3 7 9 2 3 卑

農業集落排水事業特別会計

壁込」2億2，566万9千円

使 用 料 、手

（2 0 ．0 9（

（

繰 入 金

（4 6 ．0 ％〉

）

＿塾国2億2．008万7千円
i 費

公 億 賃

（7 5 ．3 ％ ）

i －

20年度農業集落排水事業特別会請のあらまし
計画人口　　　　 人 5 ．5 4 0 水 洗化率　　　　 ％ 9 7 ．5

処理区域内人 口　 人 3 ．3 8 2 年 間有取水量 ※ 1 nl 2 5 1 ．6 9 8

普及率　　　　　 ％ 19 、7 地 方備 残高　　 千 円 工6 4 7 ，7 9 1

水洗化人口　　　 人 3 ．2 9 8

（単位：千円・％）

区　　　 分 H 2 0 年 度 H 1 9 年 度 増 減 額 増 減 率

繰　　 入　　 金 1 0 3 ．8 8 2 1 1 0 ．6 1 0 △ 6 ．7 2 8 △ 6 ．1

町　　　　　　 債 5 7 ．1 0 0 4 7 ．6 0 0 9 ．5 0 0 2 0 、0

使 用 料 ・ 手 数 料 4 5 ．0 0 7 4 6 ．4 6 0 △ 1 ．4 5 3 △ 3 ．1 1

そ　　 の　　 他 1 9 ．6 8 0 1 3 ．4 9 6 6 ．1 8 4 4 5 ．8

合　　 計 2 2 5 ．6 6 9 2 1 8 ．1 6 6 7 ．5 0 3 3 ．4

（単位：千円・％）

区　　　 分 H 2 0 年 度 H 1 9 年 度 増 減 額 増 減 率

公　　 債　　 費 1 6 5 ．7 8 2 1 5 3 ，3 8 6 1 2 ．3 9 6 8 、1

農 業 集 落

排 水 事 業 費
5 4 ．3 0 5 6 0 ．8 4 5 △ 6 ．5 4 0 △ 1 0 ．7

合　　 計 2 2 0 ．0 8 7 2 1 4 ．2 3 1 5 ．8 5 6 2 ．7

※1有取水量：メーター検針により把握され、下水道使用料算定の対象となった下水道使用水量のことをいう。
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平成20年度財務諸表

損益計算書
［1年間の経営成績を示すものです］

（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）

単位：千円

費 用 科 目 金　　 額 収 益 科 目 金　　 額

営 業 襲 用

（広 域 水 道 受 水 波 等 ）
3 2 4 ，5 4 6

l営 業 収 益

l （給 水 収 益 ・負 担 金 ）
3 9 8 ，8 4 4

営 業 外 費 用

（長 期 借 入 金 利 息 ）
5 8 、3 1 4 営 業 外 収 益 7 、4 1 3

特 別 損 失

（仙 南 ・仙 塩 断 水 穀 用 等 ） ※ 1
10 、3 7 7 特 別 利 益 1 ．8 4 6

当 期 純 利 益　 ※ 2 14 ．8 6 6

合　　　 計 I 4 0 8 ．1 0 3

1

合　　　 計 4 0 8 、1 0 3

※金額は消費税抜きです。

平成20年度水道事業特別会計のあらまし

貸借対照表
［年度末における事業財産の状態を示すものです］

（平成21年3月31日現在）

単位：千円

資 産 科 目 金　　 額 真 備 ・資 本 科 目 金　　 額

固 定 資 産
3 ．1 4 5 、7 3 5

固 定 負 債
9 4 。9 5 3

（水 道 管 、機 械 設 備 ） （修 繕 引 当 金 ）

流 動 資 産
2 1 1 ．7 2 9

流 動 負 債
2 1 18 5 1

（現 金 預 金 、未 収 金 ） （未 払 金 ）

資 本 金 2 ，0 5 5 ．8 5 4

（う ち 借 入 資 本 金 等 ） ※ 3 （1．78 8 －3 38 ）

剰 余 金 1 日 8 4 、8 0 6

（う ち 未処 分 利 益 剰 余 金 ） ※ 4 （1 6 、4 5 2 ）

合　　　 計 3 ，3 5 7 ，4 6 4 合　　　 計 3 ，3 5 7 ．4 6 4

※金額は消費税抜きです。

項　　　 目 l H 2 0 年 度 H 1 9 年 度 対 前 年 度 備　　　　　 考

計 画 給 水 人 口　　　　　　　 人 1　 2 0 －5 5 0 2 0 ．5 5 0 0 平 成 2 年 度 に 定 め た 計 画 人 口で す 。

給 水 区 域 内 人 口 （外 国 人 含 ） 人　　 1 7 ．1 5 9 1 7 ．2 4 0 ∠ゝ 8 1 平 成 9 年度 か ら減 少 傾 向 に あ り ます 。

給 水 人 口　　　　　　　　　 人 1 6 ．7 1 1 16 ．7 8 0 ∴ 前 平 成 9 年度 か ら減 少 傾 向 に あ り ます 。

給 水 普 及 率　　　　　　　　 ％ 9 7 、4 9 7 ．3 0 ．1 給 水 区 域 内 人 口の 減 少 がマ イ ナ ス要 因 と思 わ れ ま す 。

年 間 有 取 水 壁　　　　　　　 面 1 ．4 6 1 ．3 0 6 十 5 2 0 ，6 0 9 △ 5 9 －3 0 3 配 水 量 の う ち 水 道 料 金 算 定 の 対 象 と な る水 墨 で す 。

企 業 債 元 金 残 高　　　 千 里 1 －7 8 8 －3 3 8 1 、8 8 6 ，6 3 3 △ 9 8 ．2 9 5 水 道 工 事 約 4 6 億 円 に要 した 長 期 借 入 金 の 残 高 で す 。

※1仙南・仙塩断水事故受用
昨年5月上旬に起きた、仙南・仙塩広域水道の断水事故の給水活動等に費やした費用です。

※2　当期純利益
1年間の経営でどれだけ利益を出したのかを示すものです。民間企業では、この利益を株の配当等に充
てますが、水道事業ではこれを老朽化する施設の更新に充て、常に安定給水確保という形で使用者に還
元します。

※3　倍入資本金
民間企薬では、借入は負債とされますが、公営企業においては水道管等の資産を得るために限定される
借入のため、資本に分類します。

※4　未処分利益剰余金
翌年度以降に繰り越す利益の積立金です。なお、将来において老朽化する施設の更新（建設改良資金）
や企業債の償還に充てられます。
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